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　　　ウ　Ｘは，２月 19 日，Ｙ眼科を受診した。この際の右眼の視力は 0.1（0.7）
と向上し，眼底検査においても，網膜出血及び黄斑浮腫の軽減が認められた。他方，





























　　　ク　Ｘは，５月 10 日，Ｙ眼科を受診した。この際の右眼の視力は 0.1（0.4），
眼圧は 18 で，眼底検査では網膜出血及び硝子体出血の軽減が見られた。前房中に























































23 年９月 14 日に，右眼の眼底所見として，眼底後局部は異常なし，眼底周辺部に


























































































　（２）Ｘは，５月 24 日又は遅くとも６月 22 日の時点で，硝子体手術，レーザー
光凝固治療等と実施する設備・技術の整った医療機関に転送するべきであったと主
張するので，この点について検討する。
















　以上からすると，６月 22 日時点では，硝子体全出血が生じた５月 17 日頃から１
か月程度経過し，一旦，６月８日に硝子体出血が吸収傾向にあり眼底の透見が向上
したものの，再度，硝子体出血が増強し，眼底の透見が悪化していたのであるから，






































































































































































































































































































































































































（７） 　米村滋人『医事法講義』（2016 年，日本評論社）156 頁
広島法科大学院論集　第 17 号（2021 年）－ 131
機能の回復は光覚を失わない以上に多くを期待し得ないものであったと認め
られ，本件において想定される転帰の差は，相当程度の可能性の侵害の判例
理論の前提とする生命・身体に対する重大な侵害結果の要件を満たすともい
い難い」としている。
　このように，本件では，かりに医師の転送義務が適切に履行されていたと
しても，視機能の回復は光覚弁（明暗が弁別できる視力）程度にすぎず，失
明との差は小さいことが，主な理由として挙げられている。
　また，本判決は，そもそも，「相当程度の可能性」の侵害に関する判例法理
は，あくまでも，死亡事案及び重大な後遺症事案に対する例外的救済法理で
ある，と位置づけていると考えられる。もしかりに，両眼の失明であれば重
大な後遺障害（障害等級１級）といってもよさそうであるが，本件事案は，
１眼の失明にとどまる事例であった（１眼の失明は障害等級２～８級）。この
点で，日常生活全般に介護を要し言語能力もない重篤な後遺障害（障害等級
１級）が残った前掲最判平成 15 年の事案と異なっており，このことが判断の
分かれ目になったとも考えられる。
